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研究要旨 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条例により、

全国の飲食店の約 45％、東京都では 84％の飲食店において、屋内完全禁煙、または、飲食

禁止の紙巻きタバコ専用室、あるいは、飲食可能な加熱式タバコ専用室の設置が認められ

た。紙巻きタバコ専用室からの漏れの評価は粉じん計で容易であるが、加熱式タバコから発

生する液体の微粒子（エアロゾル）は室温により短時間でガス状物質に変化するため、加熱

式タバコ専用室の評価にはガス状物質の測定が必須である。 
 本研究では、加熱式タバコ専用室の室内と室外のガス状物質の濃度を ppb レベルで精密

に測定することが可能かどうかを検討することを目的とした。2020 年は新型コロナウイル

スが蔓延により、実際の調査に行くことができなかったため、紙巻きタバコ（1 本）を密閉

した段ボール箱の中で燃焼させ、5 分おきに空気を入れ換えながら、箱の内側に付着したタ

バコ煙粒子から発生するガス状物質の測定を行った。今後、飲食店等への立入制限が解除さ

れ次第、実際の飲食店等で加熱式タバコの使用が可能な室内での測定を行う予定である。 

 
A．研究目的 
 2020 年 4 月より全面施行された改正健

康増進法および東京都受動喫煙防止条例の

施行により、全国の飲食店の約 45％、東京

都では 84％の飲食店において、屋内完全禁

煙、または、飲食禁止の紙巻きタバコ専用

室、あるいは、飲食可能な加熱式タバコ専用

室の設置が認められた。 
 加熱式タバコから発生する液体の微粒子

（エアロゾル）は室温により短時間でガス

状物質に変化するため、加熱式タバコ専用

室の空気汚染の評価にはガス状物質の測定

が必須である。  
 本研究では、加熱式タバコ専用室の内外

のガス状物質の濃度を複数の機器を用いて、

従来の ppm レベルの測定に加え、ppb レベ

ルでの測定が可能かどうかを検討すること

を目的とした。 
  
B．研究方法 
 段ボールの箱（縦 45cm×横 53cm×高さ

32cm）の中で紙巻きタバコ（ピース）を１

本燃焼させ、箱の内側にタバコ煙の粒子を

付着させ、5 分おきに空気を入れ換えた後

に蓋を閉じ、箱の内側に付着したタバコ煙

粒子から発生する総揮発性有機化合物

（ Total Volatile Organic Compounds: 
TVOC）の濃度を、先行研究から用いていた

半導体ガスセンサ方式の ppm レベルの測

定器（Figaro 社製、FTVR-01）、および、



 
 

11.7eV Ar PID ランプを用いた光イオン化

検出方式の ppb レベルでガス状物質を検出

する測定器（理研計器株式会社製, Tiger）
を用いて、60 分間のリアルタイムモニタリ

ングを行った。 
 
C．結果 
１）タバコ由来のガス状成分の測定 
 紙巻きタバコから発生した粒子状物質が

付着した段ボール箱の内面で発生し続ける

TVOC の濃度を測定したところ、ppm レベ

ルの測定器による測定結果（図 1）と ppb レ

ベルの測定器の測定結果（図 2）はほぼ一致

する結果であった。 
 

 
図 1. 半導体ガスセンサによる TVOC 濃度 

 

 
図 2. イオン化検出器による TVOC 濃度 

 
 

D．考察 
 加熱式タバコからも紙巻きタバコ同様に

アルデヒド類が発生することが知られてい

ることから、改正健康増進法により認めら

れた飲食可能な加熱式タバコ専用室の内の

ガス状物質濃度のリアルタイムモニタリン

グが可能であることが考えられた。 
 緊急事態宣言の解除を待って、実際の飲

食店に設置された飲食が可能な加熱式タバ

コの専用室の内外での測定を行う予定であ

る。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 この研究において、知的財産権に該当す

るものはなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 


